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1. はじめに
昭和50年代になって，都市景観fL関連した各種の施策
が展開されている。そして，先駆的な地方自治体におい
ては調査，計画の段階から事業化の段階f1:至っている。
本稿は日本の都市景観整備施策の概要の紹介であり，
都市景観fL関連した施策を次の 4タイプl己分けた。
(1) 規制・誘導手法
良好な都市景観を保全あるいは形成するために法律や
条例によって地域地区等の指定を行い，規制の網をかけ
たり，望ましい方向に建築行為等を誘導する。
(2) 事業手法
国庫補助事業，地方公共団体の単独事業あるいは民間
ベースの各種事業への助成措置等により，直接的に良好
な都市景観の保全や形成を図る。
フィジカルな『都市景観整備施策』は(1)の規制・誘導
手法と(2)の事業手法と規定する乙とができょう。
もう少し広い意味で都市景観に関連した施策をとらえ
ると，行政側の推進体制の整備や住民や民間企業等の啓
発活動等も含まれよう。
(3) 行政内部の関連施策
①都市景観担当スタッ 7の配置
② 内部調整Jレールの確立
③ 都市景観関連調査の実施
③都市美基本計画等の策定
⑤都市景観審議会，委員会等の設置
⑥首長をはじめとする職員意識の高揚
(4) 市民や民間企業等の啓発・参加
①都市景観に関する住民意識調査の実施
②広報誌Kおける都市景観特集
③ 都市景観に関するシンポジウムの開催
④景観資源マップやパンフレット等の作成
⑤先駆的事例の見学会の関催
⑥表彰制度(建築物，緑化，市民団体等を対象)
①景観形成市民団体等の育成
③市民団体等の参加方式の確立
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7. 都市景観行政の当面の課題
8 都市計画関係雑誌の都市景観の特集
建設省建築研究所大坂谷吉行
Y oshiyuki Ohsakaya 
(3)及び(4)は，直接的に都市景観を整備するものではない
が，規制・誘導手法や具体的な事業手法を行政内部で整
合性を保ちながら，かつ，市民や民間企業の協力や参加
を得て展開するための土台づくりをなすものといえる。
2 都市景観関連路年表
大正8年 (1919年)以降の都市景観に係る事項を整理
し，略年表(表-1) を作成した。
3. 部門別にみた施策の展開
略年表l乙基づき，部門別に施策の展開を示す。
3-1 都市計画，建築物整備，街区整備
大正8年fL都市計画法と市街地建築物法が制定され，
風致地区と美観地区が地域地区のひとつとして制度化き
|れた。風致地区は大正15年1:明治神宮内外苑付近が指定
を受けた。美観地区は昭和B年に東京の皇居外廓一帯が
初めて指定され，翌9年には大阪市の御堂筋，中之島等
が指定されている。そして建築基準法の制定(昭和25
年)や都市計画法の全面改正(昭和43年)1:引き継がれ
て今日fL至っている。昭和58年3月末現在で全国で風致
地区は218都市で725地区が指定され，美観地区は5都市
で16地区が指定されている。昭和44年12月の風致地区内
の建築等の規制の基準を定める政令を受けて，翌45年に
大部分の都府県や政令指定都市が風致地区条例を制定し
ている。美観地区条例は昭和28年fL沼津市が制定してい
る。規制内容は①看板の取付及び除去，②外装の色彩，
③外装の改修である。また，京都市は昭和47年f1:制定し
た京都市市街地景観条例1:美観地区規制を盛り込んでお
り，同年9月fL7地区を美観地区1<:指定した。東京都，
大阪市，伊勢市(昭和14年fL美観地区を指定)は条例が
未制定である。
昭和38年の建築基準法の改正では容積地区を創設し，
容積地区内では絶対高さの制限を撤廃し，指定容積率又
は前面道路幅員 (12血未満) x O.6の小さい方を容積率
の上限とした。 ζれにより，従来の絶対高さ制限31mを
超える建築物が可能となった。昭和43年，霞ヶ関ピJレが
いわゆる超高層ビルの第l号として竣工している。又，
38年の改正で隣地斜線制限の規定が設けられた。
昭和44年には都市再開発法が制定され， 36年にできた
市街地改造法と防災建築街区造成法が吸収された。
昭和45年の建築基準法の改正では用途地域とリンクし
た容積率制限K移行し，第1種住居専用地域を除き，絶
対高古の制限は廃止された。 ζれに伴い，容積地区は廃
止となった。 45年の改正では高度利用地区が創設され，
又，北側斜線制限の規定が設けられた。同改正により，
総合設計制度が創設され，翌46年tζ総合設計!L係る許可
準則及び技術基準が特定行政庁の許可の目安として通達
された。総合設計の実績は 47年以降， 58年3月末で 295
件!L達している。昭和47年から始まった岡山市のモデル
道路沿線の都市美造成指導は指定した 2本の幹線道路の
沿道の一定規模以上の建築物等の新築，建替に際して壁
面後退や敷地内の緑化を建築指導課が指導するもので適
用件数は27件になっている。 47年の横浜市の『山下公園
周辺開発整備構祖』は行政指導により，良好な市街地空
間の形成を図る ζとを目的としたもので，具体的1<:は，
同公園前面の街区について，①壁面後退，②広場の確保，
③山下公園への日照上の配慮，0)駐車場のとり方と出入
口の位置，⑤デザイン，色彩，材質，広告物等，を指導
するものである。 48年12月の横浜市の市街地環境設計制
度は建築基準法によって規定され，都市計画法Kよって
定められる建物の容積率と高さ(斜線制限を含む)の制
限を特定行政庁である市長の許可によって緩和する場合
の基準を示したものであり，総合設計制度と類似した制
度である。
総合設計制度は敷地単位のものであるが， ζれに対し
て街区単位で空地等を確保して良好な市街地空間の形成
を目的としたものに特定街区(昭和36年創設)がある。
特定街区の代表例としては東京・新宿副都心の超高層
ピル群がある。特定街区の実績は昭和59年3月末で63件
である。
昭和50年の文化財保護法の改正によって創設された伝
統的建造物群保害地区も都市計画の地域地区のひとつで
ある。マンション等の建設に伴う目黒紛争を解決するた
め，地方自治体で昭和40年代後半から日照指導要綱がつ
くられたが， 51年の建築基準法の改正により，日影規制
の項目が追加となり，その後，いわゆる日影条例が各地
で制定されている。
昭和55年の都市計画法と建築基準法の改正及び幹線道
路の沿道の整備に関する法律の制定により，地区計画制
度と沿道整備計画制度ができた。良好な都市景観を形成
する手法として地区計画制度の活用が望まれる。
沿道整備計画は沿道環境対策の計画であり，道路構造
の改善や沿道土地利用の適正化が中心的課題であるが，
環境施設の整備と合わせて沿道建築物の景観面にも悶慮
する乙とが望まれる。
神戸市は56年12月に『地区計画及びまちづくり協定に
関する条例』を制定した。また，大阪市は都心部の代表
的な幹線道路の沿道の建築物を景観面で誘導する施策と
して， 57年1月!L建築美観誘導制度を創設している。
建築美観誘導制度では広告物についても基準を設けて
いる。屋外広告物関係では昭和24年!L屋外広告物法が制
定され， 31年には大阪市と京都市が屋外広告物条例を制
定している。
先駆的な地方自治体における都市景観整備に関連した
条例や独自の制度の代表的な例として以下のものを紹介
する。
1 )横浜市市街地環境設計制度(昭和48年12月)
2 )山下公園周辺開発整備構想(横浜市，昭和47年-)
3 )高山市市街地景観条例(昭和47年9月)
4)沼津市美観地区条例(昭和28年7月)
5 )名古屋市都市景観条例(昭和田年4月)
6) ふるさと滋賀の風景を守弘育てる条例(滋賀県，
昭和59年7月)
7)京都市市街地景観条例(昭和47年4月)
8 )大阪市建築美観誘導制度(昭和57年1月)
9 )神戸市都市景観条例(昭和53年10月)
10)神戸市地区計画及びまちづくり協定!L関する条例
(昭和56年12月)
11)モテリレ道路沿道の都市美造成指導(岡山市，昭和47
年から実施)
12)平和大通り沿道建築物等美観形成要綱(広島市，昭
和田年4月)
13)北九州市都市景観条例(昭和田年10月)
3-2 都市緑化
公園整備や道路緑化等による都市の緑化は都市景観の
整備に重要な役割を果している。 ζζでは都市緑化を中
心とした流れを整理した。
昭和31年!L都市公園法， 37:年に都市の美観風致を維持
するための樹木の保存に関する法律が制定されている。
地方自治体においては30年代の後半から，街路樹の育
成等!L関する施策が出てきている。例えば， 38年の松戸
市街路樹の保護育成!L関する条例や39年度から始まった
『豊橋市第1次緑化5カ年計画(街路樹倍培計画)~が
ある。
昭和41年!Lは古都保存法が制定され，京都市，奈良市
や鎌倉市の市街地周辺の緑の保全が図られた。
昭和40年代の前半は公害基本法をはじめとして，一連
の公害立法がなされた時期であるが，都市1<:おける緑地
の減少や自然破壊等が大量な社会問題になっていた。こ
うした状況下で緑の重要性応対する一般の認識も深まっ
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表 1 都市景観関連略年表
大正9
1920年
昭和25
1950年
ns和35
1960年
昭和40
1965年
ns干145
1970年
.1968都市計画法全面改正
. 1969風致地区内田建築等白規
制田基準を定める政令→70年
以降各地で風致地区条例
?????? ?? ?? ???????? ?
?
?
??
?
?
?
???????????????????????
建築基準法 ・1919 ・1950
市街地建築物法建築基準法制定
.1963建築基準法改正 ・1970建築基準法改正
容積地区，隣地斜線 容積率制限，高度利用地区
総合設計制度..北側斜線
建築物整備
街区整備
? ?????????。??
???
?
?????? ??????????? ?
屋外広告物 .1949 ・1956京都市と大阪市が
屋外広告物法屋外広告物条例を制定
都市緑化 .1956 ・1962都市由美観風致を維持する
都市公園法 ための樹木白保存に関する法律
.1963松戸市白街路樹白保護育成条例
. 1964-豊橋市街路樹倍増計画
道路及び街路整備 .1969宮崎県沿道修景美化条例
歴史的町並み整備 .1950文化財保護法 ???
????? ??????? ?
???
???
河川，親水空間整備
商業近代化 .1964小売商業商庖
街近代化事業創設
地方都市整備
地方自治，地域振興
快適環境づくり .1967公害対策基本法
社会経済 .1960所得倍増計画
，1962-全総
日本経済白高度成長一一一
.1969二全総
都市美計画
行政組織
審議会，委員会 . 1965 (横浜市)
都市美対策審議会を設置
その』也 .1962平城京跡問題 ・1966上三之町町並保存会
.1964京都タワー問題 (高山市)
. 1965-丸田内美観論争
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昭和50 I昭和田 昭和60
1971 72 73 74 1975年 76 77 78 79 1980年 81 82 83 84 1985年
• 1980地区計画及び沿道整備計画
・1975.建築基準法改正(建築協定白充実3
• 1幻6建築基準法改正(日影規制追IJゆ
.1981神戸市地区計聞及びま
ちづくり協定に関する条例
. 1971北九州市に優秀建築物表彰制度 ・1978神戸市都市景観条例 ・1982大阪市白建築美観誘導制度
. 1972-岡山市がモデル進 ・1983広島市の平和大通り沿
路沿線四都市美造成指導 道建築物等美観形成要綱
. 1973横浜市市街地環境設計制度
.1973都市緑地保全法(緑地保全地区，緑化協定) ・1981緑のマスタープラシ策定指針の
1976都市緑化対策推進要綱 変更(畏観形成系統の緑地白独立3
. 1974生産緑地法 ・1977緑白マスタ プラン 1981都市計問中央審議会(都市景観に
・1972-各地で緑化条例や緑化推進条例例 配慮した都市緑化由あり方の答申)
.1971-グリーンコウベ作戦{神戸可丹
.1974岐阜市生垣奨励制度 ・1983-建設省
1974民間樹木保存要綱(豊橋市) 都市景観形成モデル事業
. 1975-街路線化事業
. i971歩行者専用道路及 ・1981- ・1984-
ぴ歩行者用道路を創設 ・1977-仙台市の彫刻の コミュニティ シシボルロード
あるまちづくり事業 道路整備事業 艶備事業
，1982-歴史的地区
一 1974-大阪市で史跡述絡遊渉過整備一一一ー…ーョ r 環境整備街路事業
・1972市街地畏観条例(京都市.高山市)
萩市歴史的景観保存条例 ・1980明日香特別措置法
. 1975:士化財保護法改正{伝建地区)
今庄町伝建地区条例(第1号)→その後，各地で伝建地区条例
. 1971柳川市伝統 ・1974(仙台市)広湖 ・1977釧路市で幣舞橋 ・1981-国土庁 ・1984-建設省由7夕
美観保存条例 川町清流を守る条例 四季の像を設置 水線都市モデルアトピ7下水道事業
地区整繍事業
・1972(旭川市) ・1978(横浜市) ・1984-建設省
平和通り買物公闘 イセザキモル 地方都市中心市
街地活性化事業
.1978-国土庁 ・1981年~国土庁
伝統的文化都市環境 伝統産業部市モデ
保存地区等整備事業 ル地区整備事業
. 1978-神奈川県や兵席県 ・1984-(自治省)まち
等で文化の 1%システム づくり特別対策事業
. 197日1/崎市で環境影 ・1980-環境庁 ・1984-環境庁快
響評価に関する条例 快適環境シンポジウム適環境整備事業
.1973石油危機(低成長に移行)
.1977三全総
・1971(横浜市)都市デザイン
担当グループができる
.1980千葉市都市美基本構想
. 1981広島市都市美計画
. 1982J11崎市都心のアーパンデザイシ
1983盛岡市都市景組形成基本計商
. 1971盛岡市がデザイン専門委員会を設置 ・1981-建設省 ・1984-建設省
(そ白後，環境デザイン委員会に改組) うるおいのあるま 都市景観惣談会
ちづくり懇談会
. 1973中島川を守る会(長崎市) ・1979高山市町商治官Iの最観保存協定
. 1971妻筏市を ・1975鳥山寺町環境協定(世田谷区) ・19811l!観形成市民団体認定第1号
守る住民憲章 (神戸市の北野山本地区を守り，育てる会)
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ていった。そして40年代半ばから国においても地方自治
体においても，都市の緑化lζ係る施策が急速に展開され
ている。
国においては47年に自然環境保全法及び都市公園等整
備緊急措置法が制定された。翌48年には都市緑地保全法
が制定きれ，緑地保全地区や緑化協定が制度化された。
49年lζは生産緑地法が制定きれ.50年には街路緑化事業
がスタートしている。 51年には『都市緑化対策推進要
綱』が作られ，緑化推進モデル地区が創設された。翌52
年!Lは『緑のマスタープラン策定の推進!Lついて』の通
達と緑のマス安一プラン策定要綱が出された。
また，昭和56年Kは側都市緑化基金が創設された。
地方自治体では.44年!L宮崎県沿道修景美化条例が制
定きれている。 46年~50年tζは緑化に関する条例が多く
の都市で制定されている。それらの例を示す。
① 千葉市緑化推進条例 (47年)
②神戸市民の環境をまもる条例 (47年)
③高山市緑化条例 (47年)
@社の都の環境をつくる条例 (48年)
⑤ 芦屋市緑ゆたかな美しいまちづくり条例 (48年)
⑥柏市みどりを守り育てる条例 (48年)
00市緑化条例又は00市緑化推進条例は千葉市や高
山市の他にも多数ある。
具体的な事業としては.46年度スタートの『グリーン
コウベ作戦~. 47年度ユタートの『グリーン北九州プラ
ンム 52年度スタートの『鹿児島市グリーンストーム作
戦』などがあげられる。また.49年!L岐阜市が生垣奨励
金制度を設けているが.53年の宮城県沖地震におけるブ
ロック塀の倒壊を契機として，仙台市や盛岡市などでも
類似の制度が作られている。また，豊橋市の民間樹木保
存要綱は指定した樹木の維持・管理K対する助成制度で
ある。豊橋市では豊橋市緑化推進基金条例を5口年に制定
している。 48年度から帯広市では『帯広の森』づくりが
スタートしているが. 50年代になって，他都市でも00
市民の森などの事業がみられる。
また. w緑のマスタープラン』が多くの都市で作られ
た。昭和56年日月. w緑のマスタープラン策定!L関する
今後の指針について~ (通達)があり，従来の①環境保
全系統，②レクリェーション系統，③防災系統に加えて
①1<:属していた『景観の維持・保全1<:関する系統』を④
景観形成系統として独立させ，四系統別に緑地の配置を
行ってもよいζとになった。さらに翌57年9月には，都
市計画中央審議会の『都市景観に配置した都市緑化のあ
り方』についての答申がなされている。
3-3 道路整備，街路整備
道路整備，街路整備関係では昭和44年1<:宮崎県が沿道
修景美化条例を制定している。 46年K道路法の改正によ
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り，歩行者専用道路が創設され，また，道路交通法の改
正により，歩行者用道路の規定が設げられ，ショッピン
グモーJレの整備に法的な効力をもたらした。都市緑化で
述べたように地方自治体において街路樹の整備が進めら
れており，国においても昭和50年に街路緑化事業が創設
された。 56年lζはコミュニティ道路整備事業.57年度1<:
は歴史的地区環境設備街路事業.59年度にはシンボルロ
ード整備事業が創設された。また. 58年!Lは街路事業と
公扇事業を主とした都市景観形成モテツレ事業が創設され
ている。
一方，地方自治体の読みとしては.49年l乙大阪市が史
跡遊歩道(歴史の散歩道)の整備に着手している。仙台
市は52年から彫刻のあるまちづくり事業 (12年計画)に
着手している。また，釧路市の幣舞橋の橋脚の四季の像
は北海道開発局が同橋の架替を行った際に市民団体の活
動1<:より設置されたものである。
次t己主な事業のいくつかを紹介する。
1)都市景観形成モデル事業(昭和58年創設)
良好な都市景観の保全と形成を図るため，景観形成
上重要な地区をモデル地区に指定し，都市景観形成の
ための計画(景観形成基本計画)を策定し，同計画l乙
基づく事業の一環として公園事業，及ぴ街路事業等を
重点的に実施するとともに，市民参加，民間協力，民
間活動の誘導等によりモデル地区内の都市景観の向上
を図ろうとするものである o モデJレ地区は都市の中心
部の概ね 100ha程度の大きさとされている。現在，事
業を実施中の都市は以下のとおりである。
①盛岡市(城壮・中津川周辺地区)
②豊橋市(向山地区)
③ 名古屋市(築地口地区)
@ 大阪市{ミナミ地区)
③ 広島市(中島・元町地区)
⑤呉市[呉市都心地区)
⑦ 今治市(日吉地区)
③北九州市(小倉城周辺地区)
③唐津市(城内地区)
2)歴史的地区環境整備街路事業(昭和57年創設)
伝統的建造物群保害地区や国指定文化財(建造物及
び跡)を複数含む地区などの歴史的環境の卓越した地
区において，通過交通の排除，観光交通と生活交通の
分離.歴史的環境の整備，防災性の向上，地区住民の
自動車利用の利便性の向上等を目的として，行う街路
事業である。具体的な事業内容は，歴史的地区への誘
導路の整備，地区内の生活道路の整備，歴史的みちす
じの整備及び地区の周辺部における交通広場の整備で
ある。 ζれらの整備と併せて，歴史的みちすじにおけ
る配線等の地下埋設，屋外広告物のデザインの指導や
不法占用物の撤去，建築協定や緑化協定の締結の指
導，交通規制 i路上駐車禁止，自動車乗入れ規制，一
方通行)を関係機関の協力Kよって実施する ζ とによ
り，事業効果を一層高める ζ とが期待される。歴史的
地区環境整備街路事業の実施都市と対象地区は以下の
とおりである。
① 足利市{足利学校周辺地区)
②神戸市(北野山本地区)
③ 篠山町(丹波篠山城祉周辺地区)
@尾道市(山手地区)
⑤ 長崎市(出島・山手地区)
⑤那覇市{首里金城地区)
3 )シンボJレロード整備事業(昭和59年創設)
本事業は都市ゃ地方の顔となる道路を『シンボルロー
ド』と定め，関係機関が協力して，地域特性や街路の利
用状況等に応じた整備計画を策定し， ζれに従って，①
郷土色豊かな並木の形成，②自転車・広幅員歩道の設
置，③ポケ、ノトスペースの整備，④祭などの催物の開催
p:配慮した道路構造の採用，⑤案内板，ベンチ等のスト
リートフプニチュアーの活用，⑤電線，電話線の地中化
①沿道建築物の美観の誘導等を実施するもので，昭和59
年度p:創設された。整備計画に基づき，メインストリー
トの街路事業1:加えて，関係機関の協力により，上記の
施策を講じる ζとにより，プラス αの効果を狙った事業
といえよう。 59年度の事業実施都市と対象路線(区間長)
は以下のとおりである。
①福井市福井駅前線(約440m)
②堺市大小路線[約1500皿)
③姫路市駅前幹線(約 800m)
@神戸市税関線(三宮駅~新神戸駅，約12∞m)
⑤徳島市新浜東・山手線(約 200m)
4 )コミュニティ道路整備事業(昭和56年創設)
地区住民が利用する道路のうち，通過交通の進入と狭
小な幅員とが相まって，歩行者や自転車利用者の安全な
通行が阻害されている道路について，歩道共存の思想
(オランダのボンヰJレ7道路の思想)によって整備する
ζとにより，歩行者等が安全かつ快適K通行できるよう
にする事業である。一般的には，歩道部分の幅員を拡大
するとともに車道部分を蛇行や狭窄などによって変化さ
せたり，ハンプを設ける等により，通過する自動車の減
少や低速化を図札歩行者等の安全と快適性を確保しよ
うとするものである。
第 3 次交通安全施設等整備事業 5 箇年計画 (56~60年
度)では，コミュニティ道路の整備が取り上げられ.56 
~58年度の 3 箇年11: 53箇所の整備がされている。又. 59 
年度から始まった『住区総合交通安全モデル事業』にお
いても通常の歩道の設置と並んで，コミュニティ道路の
整備が事業の中心となっている。同モデル事業を59年度
1:実施しているのは次の4都市である。
① 足利市柳原地区
②千葉市本町・東本町地区
③ 名古屋市港区港楽地区
@大阪市城東区関目地区
5 )地方都市中心市街地活性化事業(昭和59年創設)
人口25万以下の地方都市を対象11:.地域の個性を生
かした計画(シェイプアップ・マイタウン計画)を募
集し，当面3カ年で15都市の計画を認定し，計画11:沿
って建設省が所管するコミュニティ道路，公園緑地，
歴史的地区環境整備街路事業などの事業費を重点的に
配分する事業である。計画の認定基準としては.①中
心市街地の核となる事業がすでに実施中か実施する ζ
とが確実，②核となる事業に都市のアメニティを高め
る遊歩道づくりなどをセットさせている，③民間の資
金，技術，アイデアが活用されている，などとしてい
る。
3-4 歴史的町並み保全
歴史的町並みの保全は国では文化庁の文化財保護から
の流れであり，地方自治体では町並み対策室のような特
別の担当課(室)を別tとすれば，教育委員会の文化財課
あるいは社会教育課が所管する流れという ζ とが出来よ
う。昭和25年に文化財保護法が制定きれ，昭和43年1:文
化庁が設置されている。そして，昭和47年11:文化庁は都
道府県の教育委員会を通じて，集落町並予備調査を実施
した。同年1:朝日新聞が全国町並みリストを発表してい
る。
地方自治体においては昭和43年，金沢市伝統環境保子
条例，倉敷市伝統美観保存条例が制定されている。同年
に長野県明治百年記念事業として，妻筒宿保害事業が行
われている。また，昭和46年11:柳川市伝統美観保存条例
が制定され，翌47年11:は，京都市市街地景観条例，高山
市市街地景観条例，萩市歴史的景観保存条例が制定され
ている。さらに昭和48年1:は，津和野町環境保全条例，
松江市伝統美観保容条例，長野市美観維持条例，妻能信
保存条例(南木曽町)が制定された。文化庁や歴史的町
並みや集落を有する市町村で調査が進められた。そし
て，個別の建造物(単体)を重要文化財等として保全す
るのではなし町並みあるいは集落として保全していく
ζとの必要性がクローズアップされてきた。そして昭和
50年の文化財保護法の改正により，伝統的建造物群保在
地区が創設きれた。そして，同年12月の今圧町伝統的建
造物群保害地区保容条例が制定されたのを第l号とし
て.51年には角館町，京都市，白川村，萩市及び日南市
が.52年1:は成羽町，金沢市，高山市及び弘前市が.53 
年1:は楢川村と倉敷市が.55年には関町，下郷町，内子
町及び知覧町が，そして56年院は竹原市が.58年には丸
亀市が.59年には柳井市が伝統的建造物群保存地区保存
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条例を制定している。また，昭和50年の文化財保護法の
改正による伝統的建造物保存地区の創設に伴い，南木曽
町では昭和51年 6月K妻能宿保存条例を廃止し，妻能宿
保存地区保容条例K移行している。なお，神戸市の北野
町山本通地区については伝統的建造物群保存地区保容条
例はなく，神戸市都市景観条例で規定されている。また，
今庄町，金沢市及び丸亀市は条例が制定されたものの伝
統的建造物群保害地区の指定が行われていなし、。また，
地区指定がされている伝統的建造物群保存地区はすべて
国が選定する重要伝統的建造物群保存地区である。
伝統的建造物群保荘地区の整備については文化庁サイ
ドで建物の買い取りや修復について国庫補助が行われて
いる。伝統的建造物群を修復，保存していくには伝統的
な建築技術を後世に伝えていく ζとか重要であり， ζの
ため，各地区に少しずつ継続的な助成措置を講じている
ζとが伝建地区保存事業ロコ持色ともいえる。
3-5 河川，親水空間整備(水辺の快適化)
高度経済成長期1:は，河川|の汚染が社会問題のひとつ
になっていた。近年になって河川，親水空間整備の事例
もみられるようになってきている。
昭和46年に柳川市では市内の掘割とその沿線の景観を
保全すべく伝統美観保存条例を制定じている。また，仙
台市は49年K広瀬川の清流を守る条例を制定している。
国では昭和56年度から国土庁の地方都市整備パイロッ
ト事業のひとつである『水緑都市モデル地区整備事業』
が始まった。対象都市と整備内容は以下のとおり。
①石巻市北上川サイヲリングロード整備，休憩広
場の整備
②館林市鶴生田川緑道整備，旧三の丸土居周辺整
備及び代官町歩行者路整備
③島原市白土湖整備，音無川整備
④大垣市みずの広場整備，水門川プロムナード整
備及び四季の広場整備
⑤近江八幡市八幡堀整備，新町通り整備
⑥五所川原市新町布屋町地区整備
⑦二戸市自由広場整備，花畑整備，馬淵川記念広
場整備，樹林広場整備
また， 59年K創設きれたアクアトピア下水道事業は都
市河川浄化を図り， w水の都』や『水郷』の再生を目ぎ
したものである。実施都市は北海道池田町，弘前市，天
童市，茨城県潮来町.群馬県榛名町，高山市，浜松市，
豊中市，松江市，倉敷市，萩市，柳川市及び人吉市の13
都市である。
3-6 商業近代化
商業の近代化，活性化を国的としたショッピングモー
ルづくりも良好な景観形成を目指す流れのひとつにあげ
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るζとができる。商広街の歩行者空間の快適化する ζと
により.顧客吸引力の強化と滞留性の向上等を図る事業
であり，地元商庖街が大邑な役割を果している。昭和46
年の道路法の改正による歩行者専用道路の創設と道路交
通法の改正による歩行者用道路の規定の創設により，法
的な問題がクリアーされ，その後，畑川市の平和通り買
物公園を第1号として各地でショッピングモーノレの整備
が進められている。モールづくりには中小企業事業団と
都道府県が共同で行う高度化事業のひとつである小売商
業商庖街近代化事業(特定，ー般)が有利な融資制度で
ある。以下，主なものを紹介する。
1 )旭川市平和通り買物公園(昭和47年完成)
昭和43年の広域商業診断で震物公園化の早期実現の
勧告があり， 44年の買物公園化実験を経て， 47年1:歩
行者専用道路の恒久的な買物公園として完成した。
2 )中還りショッピングモール及びたくみ通りショッピ
ングモール(酒田市，昭和53年完成)
51年の大火による被災地の復興事業の一環であり，
土地区画整理事業.市街地再開発事業，商庖街近代化
事業による。中通り，商品の抜出入のためのサービス
道路及びたくみ通りの3本が並行している。 l階部分
をセットパックしたアーケードが設置されている。
3 )馬車道商庖街(横浜市，昭和51年完成)
昭和48年，横浜市が地域商居街づくり指導事業を創
設し，その第l号として馬車道商庖街協定書を作成し
て， ζれに基づき，歩行者空間の整備等を進めた。
4 )イセザキモール(横浜市，昭和51年完成)
延長400m，幅員14-15mの道路を道路交通法の歩
行者用道路として，終日一般車両の通行を禁止し，買
物空閣を快適化した。また，既存アーケードの撤去，
電線の地下埋設，舗装，街路灯等の整備も行われた。
5 )れんが還り(呉市，昭和54年完成)
呉市中心部の商庖街の活性化を目指して，都市計画
街路事業で歩行者専用道路を整備した。
6 )下関グリーンモ}ル(昭和51年完成)
下関駅前土地区画整理事業の一環として都市計画街
路の一本を買物公盟通りとして整備した。歩行者専用
道路ではなく 2車線の車道がある。
3-7 地方都市整備
国土庁地方振興局地方都市整備課が所管する地方都市
整備パイロット事業には伝統的文化都市環境保害地区等
整備事業{昭和53年創設)，伝統産業都市モデル地区整備
事業 (56年創設)， 水緑都市モデル地区整備事業 (56年
創設)があり，建設省所管事業K比べて補助対象を拡大
したものといえよう。伝統的文化都市は53-54年度K津
和野町，柳川市及び竹田市で.54--55年度比足利市と高
山市で， 55-56年度1:鹿角市，篠山町，竹原市及ぴ玉名
a島
市で実施されている。事業内容は町並み整備，緑道整
備，親水空間化，広場整備，資料館の建設などである。
(1)津和野町町並みの修景(土塀，門)，資料館
(2)柳川市議岸整備，緑道園地整備
(3)竹田市御客屋周辺及び歴史の道整燐，歴史資料館
(4)足利市足利学校アプローチ整備(石畳，街路樹，
街灯)，足利学校跡配線整備(地下埋設)
(5)高山市まちかど整備，街路等修景
(6)鹿角市鉱山歴史資料館，コミュニティ広場撃備
(7牒山町資料館，篠山城跡保存，町並み修復
(8)竹原市町並み保存センタヘ竹並木と柳並木の整
備，町並み修景広場の整備
(9)玉名市修景広場の整締，繁棋木1の修景と親水空
閲化，裏川地区整備
また，伝統産業都市は l年自に整備計画を策定し 2
~4年目 11:事業を行う ζ とになっている。 56年度11:結城
市と砥部町(愛媛県)が， 57年度に会津若松市，益子町
(栃木県)及ぴ飯山市が， 58年度に井波町{富山県)と
有田町(佐賀県)が，選定されている。
水緑都市は3-5で紹介したが，計画策定(1年目)
と事業 (2~4 年目)は伝統産業都市と同様である。
3-8 地方自治，地域振興
昭和59年，自治省は，地方公共団体が地域の実情IL即
して地方単独事業を効率的1:実施し，個性的で魅力ある
まちづくり，地域づくりを積極的に推進するため， wま
ちづくり特別対策事業』を創設した。同事業は広域市町
村圏等を単位として，広域的な調整を図りながらまちづ
くりのための実施計画(地域総合整備事業計画)を策定
し，同計画IL基づく事業Kついては地域総合整備事業債
(特別分)を充当するものであり，その元利償還金の一
部について地方交付税措置を講じる仕組みである。
特別事業の対象事業として次のものが『まちづくり特
別対策事業取扱要領』で例示されている。
(1) 個性的で魅力あるまちづくり，地域づくりに資する
根幹的な公共施設の整備事業の例
① まちづくりκ必要な道路，街路(道路財源を上回
って実施されるものに限る)の整備
②緑のオープンスペースづくりのための公園緑地等
の整備
③ 魅力ある地域商業圏づくりのための買物公園，広
場等の整備
@文化，スポーツ，レクリエーション施設の整備
(2) 広域市町村圏の中核となる公共施設の整備事業の例
リ-~ョンプラザ\広域』告合運動公園等の整備
(3) 地域経済活性化のための公共施設の整般事業の例
①地域産業センター，地域産業教育施設.地域観光
物産センター等の盤備
②地域資源活用観光施設(海洋公園，観光資料館，
海の博物館，歴史資料館)等の整備
『まちづくり特別対策事業取扱要領』て特別事業の対
象外となる事業も示されている。
3-9 快適環境づくり(アメニティ)
環境行政からみると，昭和40年代は公害対策と自然環
境の保全(自然破壊からの保護)が緊急の課題であった
が，それが一段落し，昭和50年代1:入って，環境庁(昭
和46年設置)も快適環境(アメニティ)づくりに取り組
みはじめている。昭和55年1:第1回快適環境シンポヲウ
ムが開催され，以後，毎年1回開催きれている。そして
昭和59年に快適環境整備事業(アメニティタウン)が創
設された。 wアメニティタウン』とは，公害の防止への
十分な努力1:加え，身近に緑や水と親しみ，良好な都市
景観を保たれているなど地域の住民がやすらぎと潤いを
感じる ζとので邑る快適な環境の実現に積極的に取り組
んでいζ うとする市町村をいう，と規定している。 59年
度は20市町村が快適環境づくりを総合的・計画的に進め
ていくための計画(快適環境整備計画)を策定する ζと
について国が助成，指導するものである。助成額は 1市
町村当たり 700万円を限度として計画策定費の2分の l
となっている。 59年度計画を策定する20市町村と主な計
画内容は以下のとおりである。
1 )砂川市河川公園，フラワー道路など
2)盛岡市 自然観察園，景観形成マニュアル等
3 )高崎市緑道，はにわの里など
4)越谷市親水公園，都市景観デザイン委員会など
5 )福井県上中町青空ギャラリー，広葉樹林ベルト等
6 )諏訪市親水湖畔づくり，水鳥の保護など
7 )高山市景観デザイン賞，水辺の並木道，町並保仔
8 )豊橋市緑化協定，広告・看板規制など
9 )三重県嬉野町河川公園，清流条例など
10)大津市なぎさ公園，緑の回廊，環境診断指標
11)京都府八木町河川敷公園，ホタルの呈づくり等
12)和歌山県吉備町果樹観察遊歩道，ふるさとの森
13)姫路市 自然観察の森，くすのき並木，美化運動
14)呉市海浜公園，堤防の修景，緑の震観軸
15)出雲市緑道，古墳の森，生垣値栽20∞皿運動
16)柳川市水辺の散歩道，クリークの保在・修景等
17) 日田市野鳥の森，町並み保存，アメニティ憲章
18)横浜市海の公園，自然観察の森，金沢新八景
19)大阪市景観形成マニュアノレ，緑のそ-)レ等
20)福岡市海浜公園，ふれあいの道，緑地帯
なお，昭和60年度には残りの27県で各 l市町村ずつを
選定する予定になっている。現在のと乙ろ，計画策定だ
けなので，実現を担保する裏づけに欠けている。
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表-2 建築物等の規制誘導の内容
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4. 建築物等の規制・誘導の内容
道路(街路を含U')，河川，橋，公園などの公共空間
は，事業主体が国や地方公共団体であり，事業主体が景
観1<:十分酌慮して事業を進めることにより，一定の水準
をクリアーすることが可能である。良好な都市景観.と
りわけ，市街地景観を形成するには，建築物等の規制・
誘導が不可欠である。しかし，一部の公共建築物を除く
と，大部分は民間建築物である。従って，地元の住民や
企業の理解と協力を得て，何らかの規制・誘導方策を講
じる必要がある。その手法としては，地区整備計画や条
例や行政指導がある。乙乙では，地区整備計画，沿道整
備計画，高度利用地区，特定街区，総合設計制度，建築
協定制度等の他.先駆的自治体における事例から敷地，
建築物，工作物及び広告物について，規制・誘導の内容
を表一21<:整理した。
先駆的自治体の事例として表-2にあげたものは以下
のとおりである。
1 )神戸市都市景観条例
①北野町山本選都市景観形成地域の景観形成基準
②税関線沿道都市景観形成地域の景観形成基準
③ 旧居留地都市景観形成地域の景観形成基準
2 )大阪市の建築美観誘導制度
① なにわ筋沿道
② 国道2号線沿道
③ 堺筋沿道
3 )広島市の平和大通り沿道建築物等美観形成基準要綱
引ふるさと滋賀の風景を守札育てる条例
①琵琶湖景観形成地域
②沿道景観形成地区等(河川景観形成地区を含む1
5 )名古屋市都市景観条例
-名古屋市の景観形成地区
6 )北九州市都市景観条例
-北九州市の景観形成地域
7 )京都市市街地景観条例
-美観地区内における建築物の具体的基準(告示)
8)高山市伝統的建造物群保存地区保存条例
・伝統的建造物群保存地区の建築物等の具体的基準
9 )横浜市市街地環境設計制度
10)岡山市の都市美造成f<::関する指導
11)沼津市美観地区条例
-美観地区の基準
北野町山本通の景観形成基準では，道路及び隣地境界
からの壁面後退，建築物の高き (13m以下，かつ3階以
下)，柵の高き (2m以下)の他，意匠は周囲の景観と調
和のとれたものとする乙ととし.屋根は原則として 2方
向以上の傾斜屋根とすると規定している。建築設備は道
路，公園，広場等の公共の場から原則として見えないよ
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うtとするとと及び共同住宅のTVアンテナは共同化する
としている。また，土地の形質の変更.木竹の伐採や空
地やのり面の植栽1<:も触れている。
税関線沿線景観形成地域の基準では，道路(税関線)
からの壁面後退(1階部分で 1m以上)や建築物の高き
(区域によって①制限なし，②13m以上，③17皿以上，
④20m以上)を規定している。意匠f<::ついては抽象的で
ある。建築設備は北野町山本通と同様の考え方である。
1階部分の形態ではシャツ安ーは直接道路に面きないと
と，ショーウインドーの設置の奨励，駐車場の出入口及
び共同住宅の出入口は原則として税関線κ面して設けな
いζととしている。 ζの他，日よけテント及びアーケー
ド(原則として設置不可)について規定している。ま
た，土地の形質の変更は地域の都市景観の形成1<:配慮し
たものである ζ ととされている。また，旧居留地では道
路f<::面して塀は設けないとしている。
大阪市の建築美観誘導制度では，なにわ筋で4回以上
の壁面後退，堺筋でl階部分の2皿以上の壁面後退を基
準としている。また，建築物の高きについて 4階以上
(堺筋の一部は 6階以上)としている。また，敷地・建
物共同化を誘導するため，関口幅と建築面積の最低限度
を設けている。外壁の材料・色彩の基準は抽象的であ
る。 1階部分の形態ではシャッターの種類，ショーウイ
ンドーの設置，車の出入口(対象道路1<:設けない)と屋
外駐車場の遮飯(植栽等f<::よる)を規定している。建築
設備等については配管類の隠蔽，高架水槽や冷却塔の柵
等による遮蔽， TVアンテナの共同化を規定している。
広告物については表示面種やその割合などを規定してい
る他，意匠として点滅または動くものは原則として設置
しないと規定している。
法定都市計画では地区計画制度の活用が望まれる。
地区計画制度については， w都市計画』の124号で『実
践初動期の地区計闘~， 132号で『地区計画一一3年間の
実践をふまえて一一』が特集されている。 124号では本
号 (134号)で『景観行政の展開と課題』を執筆きれて
いる渡辺定夫先生が『都市景観，街並み保全と地区計
画』を執筆されている。また， 132号では pp.80-811<: 
『地区計画制度適用地区一覧』がまとめられているので
それらを参照されたい。
なお，建築物等の規制については表-21<::掲げたもの
の他，昭和44年12月の『風致地区内における建築等の規
制の基準を定める政令』を受けた『同政令の制定につい
て~ (通達)の別添である標準条例に基づいて風致地区
条例が各自治体で制定されており，風致地区内における
建築物等の新築，改築，増築，移転及び色彩の変更，宅
地造成その他の土地の形質の変更，木竹の伐採，土石の
採取及ぴ水面の埋立て又は干拓についので許可の基準が
設けられている。
5. 都市景観審議会等の設置状況
地方自治体においては，昭和40年K横浜市が都市美対
策審議会を設置しており.その後，都市景観行政を展開
していくにあたり，相当数の都市が審議会，委員会，墾
談会等を設置している。建設省建築研究所が昭和57年1:
行った『都市景観1:関するアンケート調査』の結果にそ
の後の補足調査で判明したものを加えて整理すると以下
のようになる。
1 )札幌市 札幌市都市景観委員会
2)小樽市 小樽市歴史的建造物等保全審議会
3 )弘前市 城下町の風格保容審議会
伝統的建造物群保存地区保容審議会
4)盛岡市 盛岡市環境デサ、イン委員会
5 )仙台市
6)足利市
7)高崎市
8)千葉市
9 )世田谷区
10)横浜市
11)川崎市
12)横須賀市
13)金沢市
14)長野市
15)松本市
16)高山市
17)沼津市
18)名古屋市
19)京都市
20)大阪市
21)神戸市
22)尼崎市
23)鳥取市
24)松江市
25)岡山市
26)倉敷市
27)広島市
杜の都の環境をつくる審議会
都市デザイン委員会
緑化審議会
緑化推進委員会
千葉市都市美墾談会
都市美委員会
横浜市都市美対策審議会
川崎市都心アーバンテ'ザイン委員会
都市政策審議会
金沢市伝統環境委員会
長野美観維持推進審議会
松本城景観保護審議会
高山市景観及ぴ緑化連絡会議
都市震観懇話会
都市景観ブロ~ェクト会議
都市景観審議会
京都市美観風致審議会
大阪市都市景観等懇談会
大阪市建築美観委員会
大阪市交通事業用施設デザイン研究委員
会
神戸市都市景観審議会
都市美創出審議会
都市デザイン研究会
伝統美観保容審議会
観光地区建築審査会
岡山市都市美造減委員会
倉敷市伝統美観審議会
倉敷市伝統的建造物群保存審議会
広島市都市美委員会
広島市建築物デザイン審査会
28)宇部市 宇部市緑化運動推進委員会
29)萩市 萩市伝統的建造物群保仔審議会
30)高知市 都市デザイン委員会
みどりのまちづくり審議会
31)北九州市北九州市都市景観審議会
北九州市ちびっζ景観審議会
また，建設省では，昭和56年1:~うるおいのあるまち
づくり懇談会~ (高山英華座長)が設置され，昭和59年
K~美しい国土を考える墾談会~ (井上孝座長)と『都
市景観墾談会~ (芦原義信座長)が設置された。
6， 市民団体等の育成
都市景観整備は地元の同意や協力なしには行う乙とが
困難である。地方自治体が地元の住民，営業者，企業と
協同で進める ζとは総合的に景観の整備を進めるのに重
要である。また，民間の活力をまちづくりに生かしてい
く視点、からも必要であろう。
市民や民間企業等の啓発や参加に関する施策としては
『はじめに』で述べたように以下のものが考えられる。
①都市景観花関するアンケート調査の実施
②市民向け広報誌における都市景観の特集
③ 都市景観l乙関するシンポヲウム開催
@景観資源マップやパンフレットの作成，配布
⑤ 先駆的事例の見学会の開催
⑤表彰制度(建築物，緑化，市民団体等を対象)
①景観形成市民団体等の育成
③市民団体等の参加方式の確立
以上のうち. (j)~③は都市景観K関する市民や企業の
関心あるいは意識の高揚を自ぎすものであり，地元の理
解や協力を得る下地づくりの役割を担うものといえる。
⑦と③は良好な景観形成に関わる市民団体等を育成を
図り，地区景観形成計画の策定や景観形成事業等への参
加を図る施策であり，地方自治体が地元の住民や企業と
協同で総合的K景観の整備を進めるのに最も重要な施策
といえよう。
乙うした視点から神戸市都市景観条例では景観形成市
民団体，名古屋市都市景観条例では都市景観市民団体，
北九州市都市景観条例ではまちづくり協議会の認定，助
成等が盛り込まれている。
神戸市都市景観条例では第29条で景観形成市民団体の
認定，第30条で景観形成市民団体の認定申請，第31条で
景観形成市民団体の認定の取消し，そして第32条で景観
形成市民団体K係る助成等について規定しているロ
以下，該当する条文を示す。
第29条市長は，身近な都市景観の形成を図る ζとを
目的とした市民団体等て1次の各号1:該当するもの
を景観形成市民団体として認定する ζ とができるロ
(1) その活動が，市民団体等を構成している者が所有
し，管理し，又は使用している土地又は建築物その
他の工作物K関するものに限られているもの
(2) その活動が，財産権を不当に制限する ζ とになら
ないもの
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(3) その活動が，活動区域の住民の大多数の支持を得
ていると認められるもの
(4) その他規則で定める事項に該当しているもの
第30条前条の規定による認定を受けようとする市民
団体等は，規則で定めると ζろにより，市長1:申請
しなければならない
第31条市長は，第29条の規定により認定した景観形
成市民団体が，同条各号のーに該当しなくなったと
認めるときその他景観形成市民団体として適当でな
いと認めるときは，その認定を取り消すものとする
第32条市長は，景観形成市民団体!L対して，技術的
援助を行い，又はその活動に要する経費の一部を助
成する ζ とができる
そして，昭和56年，神戸市の景観形成市民団体の第1
号として『北野・山本地区をまもり，そだてる会』が認
定きれている。
まちづくりや町並み保在等に関する住民団体等を例示
すると，次のようなものがある。
1 )函館の歴史的風土を守る会
2 )小樽運河を守る会
3 )仲町地区保主子会(弘前市，伝建地区関連)
4 )美しい角館を守る会(伝建地区関連)
5 )大内宿保寄会(下郷町，伝建地区関連)
6 )盆栽町環境整備委員会(大宮市)
7 )千葉大学周辺地域都市の中のまちづくりの会(千葉
市)
8)上越市花と緑の町づくり協議会
9 )高山市景観町並保容連合会(伝建地区関連を含む)
10)有松まちづくりの会(名古屋市)
11)城下町彦根を考える会
12)わがまちづくり市民会議(大津市)
13)嵯峨鳥居本を守る会(京都市，伝建地区関連)
極圏新橋を守る会{京都市，伝建地区関連)
東山散策観光道路を守る会(京都市，伝建地区関連)
14)北梅田，新御堂筋都市美観推進協議会(大阪市)
15)建築協定推進協議会(豊中市)
16)北野・山本地区をまもり，そだてる会(神戸市，伝
建地区関連)
17)柳井市白壁の町並みを守る会
18)高松市環境美化都市推進会議
19)本町通町並研究会(日南市俵肥，伝建地区関連)
また，都市内を流れる河川や湖沼の自然保や浄化を目
的とした団体を例示すると次のようなものがある。
1)内川を美しくする会(鶴岡市)
2)伊賀川を美しくする会(岡崎市)
3 )疏水，臼JIを美しくする会(京都市)
4)羽鷹池を守る会(豊中市)
5 )藍湯川を愛する会[萩市)
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6)中島川を守る会(長崎市)
緑化，公園関係の団体は00緑化推進協議会ゃ00公
園愛護会等の名称で多数寄在している。最近の市民の森
づくりの動きとリンクして00市民の森をそだてる会等
の設立もみられる。
また，ショッピングモールやコミュニティ道路につい
ては商白街振興組合やその他の住民団体と維持管理協定
が市町村と結ぼれている。
7 都市景観行政の当面の課題
法定都市計画との関連から今後，予想される動きを検
討した。ただし， ζれはあくまで筆者の個人的見解であ
るζとをお断りしておきたい。
1 )市街化区域及び市街化調整区域の整備，開発又は保
全の方針の中1:景観に係る事項を盛り ζむ乙と
整備，開発又は保全の方針!L記述すべき内容には(1)
少なくとも定めるべき事項，と(2)地域の特性に応じて
定めるべき事項!L分れるが，景観整備等に係る事項が
盛り ζむとすれば，景観が地域の固有性1:根ぎしたも
のであるから，当然， (2)となると考えられる。
また，整備，開発又は保全の方針を図化した土地利
用構想図を参考附図として作成するものとされている
が，景観整備等に係る事項を図化する場合， W景観整
備構想図』が考えられよう。そのイメー?としては，
都市域を自然景観保全ゾーン，住宅地景観整備ゾーン
や都心景観形成ゾーンなどの景観整備類型として示す
ζ とが考えられよう。
2 )都市景観のマスタープラン(都市美の基本計画)の
策定
先駆的地方自治体においては都市景観に関連して各
種の調査が進められており，昭和50年代の半ばから，
都市景観のマスタープランや都市美の基本計画とよば
れるものが策定されるようになって邑ている。昭和55
年，千葉市が『千葉市都市美基本構祖図198ω を作成
し，広島市が昭和56年3月， w広島市都市美計画』を
策定した。また，翌57年3月に川崎市が WJlI崎都心のe
ア』パンテ'ザイン』を作成している。
また，建設省では都市局都市計画課が昭和54年度か
ら3カ年，都市計画学会に委託して『都市景観の整備
保全方策の検討調査』を行い，昭和57年度には， w都
市景観マスタープラン策定調査』を行い，都市崇観マ
スタープラン作成マニュアルとしてまとめている。都
市計画学会が建設省都市局都市計画課から受託した調
査の報告書を再整理して，昭和田年9月『都市計画の
手引・都市景観論』としてまとめている.
千葉市や広島市の事例からみて，今後，他都市でも
都市景観のマスタープラン{都市美の基本計画)が策
定されるようになってこよう。ひとつの役割としては
市街地あるいは都市域全体の景観整備の基本的な考え
方や整備の方針の中!L，都市景観形成モデル事業等が
実施される区域{地区)の位置づけを明確化するとと
であろう。
昭和田年6月の『緑のマスタープラン策定!L関する
今後の指針について~ (通達)で新たに『景観の維持
・保全に関する系統』の緑地が景観形成系統として独
立し，系統別!L緑地の配置を行っても良い乙とになっ
ている。都市景観のマスタープランの配置図(基本計
額図)は緑のマスタープランの景観形成系統の緑地の
配置に加えて，河川，湖沼，歴史的町並み，シンボル
ロード，ランドマー久史跡，景観形成地域などの配
置し.それらを相互を結ぷネットワークを示すしたも
のがイメーヲされよう。
3)地区景観のガイドラインの設定を検討すべき地区
いろいろな地区の特性K応じて，景観形成基準やガ
イドラインを設定する ζ とは，当面，困難であると考
えられる。従って，神戸市の都市景観形成地域[税関
線沿道地域)や都市景観形成モデル事業の基本計画の
区域のよう!L，地区(地域)を限定して，景観形成基
準やガイドラインが設定される ζとになろうロ地区景
観のガイドライン等の設定を検討すべき地区として，
次のような地区が考えられる。
(1)当該都市の『顔』である地区や通り
都心の商業業務地区，駅前通り沿道地域など
(2)歴史的町並み等の景観資源1:恵まれた地区
歴史的町並み，河川.公園，史跡などの景観資源に
恵まれた地区
(3)良好な景観が現に形成されており， ζれを保全すぺ
き地区
{4)ブロ~ェクト関連地区{再開発型)
市街地再開発事業，都市改造型土地区画整理事業，
都市計画街路の拡幅事業，小売商業商庖街近代化事
業などのプロロェクトが行われる予定の地区
(5)プロ少ェクト関連地区(新規開発型)
ニュータウン，住宅団地，流通業務団地内インダス
トリアルパーク等の新規開発型のプロヲェクトが行
われる予定の地区
(6)地元住民団体等のまちづくりや景観整備への意欲が
旺盛であり，施策の展開が望まれる地区
4)既害制度，事業等の活用
都市景観の保全や整備だけを目的として事業を行う ζ
とには財政的にも無理があり，統容の規制・誘導手法と
事業手法を有効に組み合わせる ζとが重要である。
都市景観形成モテツレ事業にしても具体的な内容は街路
事業や公園事業などである。また，歴史的地区環境整備
街路事業やシンボルロード整備事業は街路事業を主とし
た事業である。国庫補助事業である街路事業ゃ公園事業
と合わせて地方自治体の単独事業，民間建築物の建替や
電線や電話線の地下埋設などを行う ζとにより，全体と
しての事業効果の増進が期待されている。
『都市景観』が付いている事業において特別に景観に
配慮するのではなく，各種の建築行為や公共事業におい
て景観に配慮する乙とが都市景観行政の基本であろう。
そのためには，都市景観基本計画や地区別の景観形成
計画等!L基づき，各種の既存制度，事業等の効果的に組
み合わせて活用していく ζとが重要である。
ζのζとは行政内部で計画部門と事業部門の調整のJレ
ールの確立とも絡んでいる。
8. 都市計画関係雑誌の都市景観の特集
昭和50年代になって，都市計画関係の雑誌等において
も都市景観，都市の魅力づくり，まちづくりに関する特
集や企画がふえてきている。その主なものを紹介すれば
以下のものがある。
発行年 雑誌名 号数 特集名又は(論文数)
昭和田年都市計画通巻83号景観論
昭和51年都市問題 B月号市民生活と都市景観
昭和55年都市問題研究 2月号都市の景観と美化
昭和56年環境情報科学 11月号 ( 7編)
昭和56年建設月報 11月号 (4編)
昭和57年新都市 3月号 ( 5編)
昭和57年少ュリスト総合特集27 都市の魅力
昭和58年建築雑誌 1月号都市美一一日本の都市美
について考える
昭和58年都市政策 1月号 (7編)
昭和58年観 光 2月号 ( 5編)
昭和田年環境文化通巻57号都市の景観
昭和58年環境文化通巻59号 (4編)
昭和田年都市住宅 B月号 日本の都市デザインの現
在
昭和59年公園緑地 10月号都市景観と公園緑地
昭和60年都市計画通巻 134号まちづくりと景観整
備
なお，建築雑誌(建築学会誌)昭和58年1月号の特集
『都市美 日本の都市美を考える』の PP.65~81は，
早稲田大学の戸沼研究室が作成した『都市美・景観に関
する文献リスト』であるので参照されたい。
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